
平成２８年第５回瑞穂市教育委員会定例会 次第 

平成２８年５月２３日 

開会 

日程第１ 平成２８年第４回瑞穂市教育委員会定例会会議録の承認について 

日程第２ 会議録署名委員の指名について 

日程第３ 議案第32号 瑞穂市子ども・子育て支援法等施行細則の一部を改正 

する規則について 

日程第４ 議案第33号 瑞穂市給食センター運営委員の委嘱について

日程第５ 議案第34号 瑞穂市教育支援センター運営委員の委嘱について 

日程第６ 議案第35号 瑞穂市子どもの読書活動推進会議委員の委嘱について 

日程第７ 意 見 聴 取 平成２８年度瑞穂市一般会計補正予算（第１号）につ 

いて 

日程第８ 教育長報告 

日程第９ 事務局報告 教育次長 

教育総務課長 

学校教育課長 

幼児支援課長 

生涯学習課長 

次回教育委員会会議の開催について 

平成２８年  月  日（ ）午後  時  分から 

閉会 



議案第３２号 

   瑞穂市子ども・子育て支援法等施行細則の一部を改正する規則について 

 瑞穂市子ども・子育て支援法等施行細則の一部を改正する規則案を別紙のと

おり提出する。 

  平成２８年５月２３日提出 

               瑞穂市教育委員会教育長 加 納 博 明 

   提案理由 

 岐阜県第３子以降保育料無償化事業費補助金の制定に伴い、対象者の保育料

を無償化するため、市教育委員会規則の改正を行うもの。 



   瑞穂市子ども・子育て支援法等施行細則の一部を改正する規則 

 瑞穂市子ども・子育て支援法等施行細則（平成２７年瑞穂市教育委員会規則

第４号）の一部を次のように改正する。 

 第１８条第１項中「別表」を「同項第１号に掲げる小学校就学前子どもにつ

いては別表第１に、同項第２号及び第３号に掲げる小学校就学前子どもについ

ては別表第２」に改める。 

 別表を削る。 

 附則の次に別表として次の２表を加える。 

別表第１（第１８条関係） 

各月初日の支給認定保護者の属する世帯の階層区分
利用者負担額

（月額）

階層区分 定義
教育標準時間認定

（K）

1 被保護者等世帯
円

0

2 

市町村民税非課税世帯又は市町村民税均等割額のみが

課税されている世帯（要支援者等）
0

市町村民税非課税世帯又は市町村民税均等割額のみが

課税されている世帯
1,200

3 

市町村民税所得割合算額（要支援者等）

77,100円以下
3,250

市町村民税所得割合算額 

77,100円以下
7,500

4 
市町村民税所得割合算額 

77,101円以上211,200円以下
9,500

5 
市町村民税所得割合算額 

211,201円以上
12,500

備考

（１）被保護者等とは、次に掲げる者が属する世帯をいう。

ア 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第１項に規定する被保護

者である支給認定保護者

イ 児童福祉法第６条の４第１項に規定する里親である支給認定保護者



ウ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及

び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）の支援給

付を必要とする要保護者と、支援給付を受けている被保護者

（２）市町村民税非課税世帯は、支給認定保護者及び当該支給認定保護者と同一の

世帯に属する者が特定教育・保育のあった月の属する年度（特定教育・保育の

あった月が４月から８月までの場合にあっては、前年度）分の地方税法（昭和

２５年法律第２２６号）の規定による市町村民税（同法第３２８条の規定によ

って課する所得割を除く。）を課されない者（市町村の条例で定めるところに

より当該市町村民税を免除された者を含むものとし、当該市町村民税の賦課期

日において同法の施行地に住所を有しない者を除く。）である場合における当

該支給認定保護者の属する世帯をいう。

（３）市町村民税均等割額は、支給認定保護者及び当該支給認定保護者と同一の世

帯に属する者が特定教育・保育のあった月の属する年度（特定教育・保育のあ

った月が４月から８月までの場合にあっては、前年度）分の地方税法第２９２

条第１項第１号に規定する均等割額をいう。

（４）市町村民税所得割合算額は、支給認定保護者及び当該支給認定保護者と同一

の世帯に属する者についての特定教育・保育のあった月の属する年度（特定教

育・保育のあった月が４月から８月までの場合にあっては、前年度）分の地方

税法の規定による市町村民税（同法の規定による特別区民税を含む。以下同

じ。）の同法第２９２条第１項第２号に掲げる所得割（同法第３２８条の規定

によって課する所得割を除く。以下同じ。）の額（地方税法第３１４条の７、

第３１４条の８及び第３１４条の９並びに附則第５条第３項、附則第５条の４

第６項、附則第５条の４の２第６項、附則第５条の５第２項及び附則第４５条

の規定による控除をされるべき金額があるときは、当該金額を加算した額とす

る。以下同じ。）を合算した額をいう。

（５）要支援者等とは、次に掲げる世帯をいう。

ア 「母子世帯等」・・・母子及び父子並びに寡婦福祉法第１７条及び第３１

条の７に規定する配偶者のない者で現に児童を扶養しているものの世帯

イ 「在宅障害児（者）のいる世帯」・・・次に掲げる児（者）を有する世帯

をいう。

（ア）身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条に定める身体

障害者手帳の交付を受けた者

（イ）療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号）に定



める療育手帳の交付を受けた者

（ウ）精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）

第４５条に定める精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者

（エ）特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第１３４号）

に定める特別児童扶養手当の支給対象児、国民年金法（昭和３４年法律第

１４１号）に定める国民年金の障害基礎年金等の受給者

ウ 「その他の世帯」・・・保護者の申請に基づき、生活保護法に定める要保

護者等特に困窮していると市長が認めた世帯

（６）同一世帯において、幼稚園、特別支援学校の幼稚部、保育所、情緒障害児短

期治療施設若しくは認定こども園に通い、在学し、若しくは在籍する小学校就

学前子ども、特例保育を受ける小学校就学前子ども、家庭的保育事業等による

保育を受ける小学校就学前子ども、児童発達支援若しくは医療型児童発達支援

を受ける小学校就学前子ども又は小学校第１学年から第３学年までに在学する

子どもが２人以上いる場合の保育料は、この表を適用する児童が第１子の場合

はこの表に定める金額、第２子の場合はこの表に定める金額の２分の１の金額

（１０円未満の端数は切り捨てる。）、第３子以降の場合は無料とする。

（７）（６）の規定にかかわらず、市町村民税所得割合算額が９７，０００円未満

の世帯において、支給認定保護者が現に扶養している児童（１８歳に達する日

以後の最初の３月３１日までの間にあった者とする。）が３人以上いる場合の

利用者負担額は、この表を適用する児童が第３子以降の場合は無料とする。

（８）（６）及び（７）の規定にかかわらず、市町村民税所得割合算額が７７，１

０１円未満の世帯（要支援者等を除く。）において、生計を一にする負担額算

定基準者（支給認定保護者に監護される者、支給認定保護者に監護されていた

者及び支給認定保護者又はその配偶者の直系卑属（支給認定保護者に監護され

る者及び支給認定保護者に監護されていた者を除く。）をいう。以下同じ。）

が２人以上いる場合の利用者負担額は、この表を適用する児童が第１子の場合

はこの表に定める金額、第２子の場合はこの表に定める金額の２分の１の金額

（１０円未満の端数は切り捨てる。）、第３子以降の場合は無料とする。

（９）（６）、（７）及び（８）の規定の規定にかかわらず、市町村民税所得割合

算額が７７，１０１円未満の要支援者等において、生計を一にする負担額算定

基準者の利用者負担額は、この表を適用する児童が第１子の場合はこの表に定

める金額、第２子以降の場合は無料とする。



別表第２（第１８条関係） 

各月初日の支給認定保護者の属する世帯

の階層区分
利用者負担額（月額）

階層

区分
定義

３歳未満児 ３歳以上児

保育標準

時間認定

(H) 

保育短時

間認定

(T) 

保育標準

時間認定

(H) 

保育短時

間認定

(T) 

1(A) 被保護者等世帯
円 円 円 円

0 0 0 0

2(B) 

市町村民税非課税世帯

（要支援者等）
0 0 0 0

市町村民税非課税世帯  3,600 3,600 2,400 2,400

3(C) 

市町村民税所得割合算額

48,600円未満（要支援者等）
3,900 3,900 3,200 3,200

市町村民税所得割合算額

48,600円未満
9,800 9,800 7,400 7,400

4(D1)

市町村民税所得割合算額

77,101円未満（要支援者等）
7,500 7,500 6,500 6,500

市町村民税所得割合算額

97,000円未満
15,000 15,000 13,000 13,000

5(D2)
市町村民税所得割合算額

169,000円未満
26,700 26,700 18,000 18,000

6(D3)
市町村民税所得割合算額

301,000円未満
39,600 39,600 20,000 20,000

7(D4)
市町村民税所得割合算額

397,000円未満
44,000 44,000 23,000 23,000

8(D5)
市町村民税所得割合算額

397,000円以上
52,000 52,000 27,000 27,000

備考

（１）被保護者等とは、次に掲げる者が属する世帯をいう。

ア 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第１項に規定する被保護

者である支給認定保護者



イ 児童福祉法第６条の４第１項に規定する里親である支給認定保護者

ウ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及

び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）の支援給

付を必要とする要保護者と、支援給付を受けている被保護者

（２）市町村民税非課税世帯は、支給認定保護者及び当該支給認定保護者と同一の

世帯に属する者が特定教育・保育のあった月の属する年度（特定教育・保育の

あった月が４月から８月までの場合にあっては、前年度）分の地方税法（昭和

２５年法律第２２６号）の規定による市町村民税（同法第３２８条の規定によ

って課する所得割を除く。）を課されない者（市町村の条例で定めるところに

より当該市町村民税を免除された者を含むものとし、当該市町村民税の賦課期

日において同法の施行地に住所を有しない者を除く。）である場合における当

該支給認定保護者の属する世帯をいう。

（３）市町村民税均等割額は、支給認定保護者及び当該支給認定保護者と同一の世

帯に属する者が特定教育・保育のあった月の属する年度（特定教育・保育のあ

った月が４月から８月までの場合にあっては、前年度）分の地方税法第２９２

条第１項第１号に規定する均等割額をいう。

（４）市町村民税所得割合算額は、支給認定保護者及び当該支給認定保護者と同一

の世帯に属する者についての特定教育・保育のあった月の属する年度（特定教

育・保育のあった月が４月から８月までの場合にあっては、前年度）分の地方

税法の規定による市町村民税（同法の規定による特別区民税を含む。以下同

じ。）の同法第２９２条第１項第２号に掲げる所得割（同法第３２８条の規定

によって課する所得割を除く。以下同じ。）の額（地方税法第３１４条の７、

第３１４条の８及び第３１４条の９並びに附則第５条第３項、附則第５条の４

第６項、附則第５条の４の２第６項、附則第５条の５第２項及び附則第４５条

の規定による控除をされるべき金額があるときは、当該金額を加算した額とす

る。以下同じ。）を合算した額をいう。

（５）要支援者等とは、次に掲げる世帯をいう。

ア 「母子世帯等」・・・母子及び父子並びに寡婦福祉法第１７条及び第３１

条の７に規定する配偶者のない者で現に児童を扶養しているものの世帯

イ 「在宅障害児（者）のいる世帯」・・・次に掲げる児（者）を有する世帯

をいう。

（ア）身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条に定める身体

障害者手帳の交付を受けた者



（イ）療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号）に定

める療育手帳の交付を受けた者

（ウ）精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）

第４５条に定める精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者

（エ）特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第１３４号）

に定める特別児童扶養手当の支給対象児、国民年金法（昭和３４年法律第

１４１号）に定める国民年金の障害基礎年金等の受給者

ウ 「その他の世帯」・・・保護者の申請に基づき、生活保護法に定める要保

護者等特に困窮していると市長が認めた世帯

（６）同一世帯において、幼稚園、特別支援学校の幼稚部、保育所、情緒障害児短

期治療施設若しくは認定こども園に通い、在学し、若しくは在籍する小学校就

学前子ども、特例保育を受ける小学校就学前子ども、家庭的保育事業等による

保育を受ける小学校就学前子ども又は児童発達支援若しくは医療型児童発達支

援を受ける小学校就学前子どもが２人以上いる場合の保育料は、この表を適用

する児童が第１子の場合はこの表に定める金額、第２子の場合はこの表に定め

る金額の２分の１の金額（１０円未満の端数は切り捨てる。）、第３子以降の

場合は無料とする。

（７）（６）の規定にかかわらず、市町村民税所得割合算額が９７，０００円未満

の世帯において、支給認定保護者が現に扶養している児童（１８歳に達する日

以後の最初の３月３１日までの間にあった者とする。）が３人以上いる場合の

利用者負担額は、この表を適用する児童が第３子以降の場合は無料とする。

（８）（６）及び（７）の規定にかかわらず、市町村民税所得割合算額が５７，７

００円未満の世帯（要支援者等を除く。）において、生計を一にする負担額算

定基準者（支給認定保護者に監護される者、支給認定保護者に監護されていた

者及び支給認定保護者又はその配偶者の直系卑属（支給認定保護者に監護され

る者及び支給認定保護者に監護されていた者を除く。）をいう。以下同じ。）

が２人以上いる場合の利用者負担額は、この表を適用する児童が第１子の場合

はこの表に定める金額、第２子の場合はこの表に定める金額の２分の１の金額

（１０円未満の端数は切り捨てる。）、第３子以降の場合は無料とする。

（９）（６）、（７）及び（８）の規定の規定にかかわらず、市町村民税所得割合

算額が７７，１０１円未満の要支援者等において、生計を一にする負担額算定

基準者の利用者負担額は、この表を適用する児童が第１子の場合はこの表に定

める金額、第２子以降の場合は無料とする。



   附 則 

 この規則は、平成２８年９月１日から施行する。 



1/16 

瑞穂市子ども・子育て支援法等施行細則（平成27年瑞穂市教育委員会規則第４号）新旧対照表

改正後（案） 現行

第18条 法第27条第３項第２号、第28条第２項各号、第29条第３項第２
号及び第30条第２項各号に掲げる政令で定める額を限度として市町村
が定める額は、法第19条第１項各号に掲げる小学校就学前子どもの区
分、支給認定保護者の属する世帯の所得の状況等に応じ、同項第１号

に掲げる小学校就学前子どもについては別表第１に、同項第２号及び

第３号に掲げる小学校就学前子どもについては別表第２に定める基準

により算定した額とする。

第18条 法第27条第３項第２号、第28条第２項各号、第29条第３項第２
号及び第30条第２項各号に掲げる政令で定める額を限度として市町村
が定める額は、法第19条第１項各号に掲げる小学校就学前子どもの区
分、支給認定保護者の属する世帯の所得の状況等に応じ、別表に定め

る基準により算定した額とする。

２ 略 ２ 略

別表（第18条関係）

(1) 法第19条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもの利用者負担
額基準表

各月初日の支給認定保護者の属する世帯の階層区分 利用者負担額

（月額）

階層

区分

定義 教育標準時間

認定(K) 
円

1 被保護者等世帯 0
2 市町村民税非課税世帯又は市町村民税均等割額の

みが課税されている世帯（要支援者等）

0

市町村民税非課税世帯又は市町村民税均等割額の

みが課税されている世帯

1,200

3 市町村民税所得割合算額（要支援者等） 77,100
円以下

3,250
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市町村民税所得割合算額 77,100円以下 7,500
4 市町村民税所得割合算額 77,101円以上211,200

円以下

9,500

5 市町村民税所得割合算額 211,201円以上 12,500

備考

１ 被保護者等とは、次に掲げる者が属する世帯をいう。

(1) 生活保護法（昭和25年法律第144号）第６条第１項に規定す
る被保護者である支給認定保護者

(2) 児童福祉法第６条の４第１項に規定する里親である支給認定
保護者

(3) 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国
残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６

年法律第30号）の支援給付を必要とする要保護者と、支援給付
を受けている被保護者

２ 市町村民税非課税世帯は、支給認定保護者及び当該支給認定保

護者と同一の世帯に属する者が特定教育・保育のあった月の属す

る年度（特定教育・保育のあった月が４月から８月までの場合に

あっては、前年度）分の地方税法（昭和25年法律第226号）の規定
による市町村民税（同法第328条の規定によって課する所得割を除
く。）を課されない者（市町村の条例で定めるところにより当該

市町村民税を免除された者を含むものとし、当該市町村民税の賦

課期日において同法の施行地に住所を有しない者を除く。）であ

る場合における当該支給認定保護者の属する世帯をいう。

３ 市町村民税均等割額は、支給認定保護者及び当該支給認定保護

者と同一の世帯に属する者が特定教育・保育のあった月の属する

年度（特定教育・保育のあった月が４月から８月までの場合にあ
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っては、前年度）分の地方税法第292条第１項第１号に規定する均
等割額をいう。

４ 市町村民税所得割合算額は、支給認定保護者及び当該支給認定

保護者と同一の世帯に属する者についての特定教育・保育のあっ

た月の属する年度（特定教育・保育のあった月が４月から８月ま

での場合にあっては、前年度）分の地方税法の規定による市町村

民税（同法の規定による特別区民税を含む。以下同じ。）の同法

第292条第１項第２号に掲げる所得割（同法第328条の規定によっ
て課する所得割を除く。以下同じ。）の額（地方税法第314条の７、
第314条の８及び第314条の９並びに附則第５条第３項、附則第５
条の４第６項、附則第５条の４の２第６項、附則第５条の５第２

項及び附則第45条の規定による控除をされるべき金額があるとき
は、当該金額を加算した額とする。以下同じ。）を合算した額を

いう。

５ 要支援者等とは、次に掲げる世帯をいう。

(1) 「母子世帯等」・・・母子及び父子並びに寡婦福祉法第17条
及び第31条の７に規定する配偶者のない者で現に児童を扶養し
ているものの世帯

(2) 「在宅障害児（者）のいる世帯」・・・次に掲げる児（者）
を有する世帯をいう。

ア 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条に定める
身体障害者手帳の交付を受けた者

イ 療育手帳制度要綱（昭和48年９月27日厚生省発児第156号）
に定める療育手帳の交付を受けた者

ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律
第123号）第45条に定める精神障害者保健福祉手帳の交付を受
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けた者

エ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和39年法律第1
34号）に定める特別児童扶養手当の支給対象児、国民年金法
（昭和34年法律第141号）に定める国民年金の障害基礎年金等
の受給者

(3) 「その他の世帯」・・・保護者の申請に基づき、生活保護法
に定める要保護者等特に困窮していると市長が認めた世帯

６ 同一世帯において、幼稚園、保育所（園）、認定こども園、特

別支援学校幼稚部若しくは情緒障害児短期治療施設通所部に入所

又は児童発達支援若しくは医療型児童発達支援を利用している小

学校就学前児童の兄弟姉妹が２人以上いる場合の保育料は、この

表を適用する児童がその世帯における小学校就学前児童の兄弟姉

妹の年齢の高い順から数えて１人目の場合はこの表に定める金

額、２人目の場合はこの表に定める金額の２分の１の金額（10円
未満の端数は切り捨てる。）、３人目以降の場合は無料とする。

７ ６の規定にかかわらず、所得割課税額     が77,101円未
満の世帯（要支援者等を除く。）において、生計を一にする負担

額算定基準者（支給認定保護者に監護される者、支給認定保護者

に監護されていた者及び支給認定保護者又はその配偶者の直系卑

属（支給認定保護者に監護される者及び支給認定保護者に監護さ

れていた者を除く。）をいう。以下同じ。）が２人以上いる場合

の利用者負担額は、この表を適用する児童が第１子の場合はこの

表に定める金額、第２子の場合はこの表に定める金額の２分の１

の金額（10円未満の端数は切り捨てる。）、第３子以降の場合は
無料とする。
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８ ６及び７の規定    にかかわらず、所得割課税額    

が77,101円未満の要支援者等において、生計を一にする負担額算
定基準者の利用者負担額は、この表を適用する児童が第１子の場

合はこの表に定める金額、第２子以降の場合は無料とする。

(2) 法第19条第１項第２号及び第３号に掲げる小学校就学前子どもの
利用者負担額基準表

各月初日の支給認定保護者の

属する世帯の階層区分

利用者負担額（月額）

階層

区分

定義 3歳未満児 3歳以上児
保育標準

時間認定

(H) 

保育短時

間認定(T)
保育標準

時間認定

(H) 

保育短時

間認定(T) 

円 円 円 円

1(A) 被保護者等世帯 0 0 0 0
2(B) 市町村民税非課税世帯

（要支援者等）

0 0 0 0

市町村民税非課税世帯 3,600 3,600 2,400 2,400
3(C) 市町村民税所得割合算額

48,600円未満（要支援
者等）

3,900 3,900 3,200 3,200

市町村民税所得割合算額

48,600円未満
9,800 9,800 7,400 7,400

4(D
1) 

市町村民税所得割合算額

77,101円未満（要支援
者等）

7,500 7,500 6,500 6,500

市町村民税所得割合算額 15,000 15,000 13,000 13,000
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97,000円未満
5(D
2) 

市町村民税所得割合算額

169,000円未満
26,700 26,700 18,000 18,000

6(D
3) 

市町村民税所得割合算額

301,000円未満
39,600 39,600 20,000 20,000

7(D
4) 

市町村民税所得割合算額

397,000円未満
44,000 44,000 23,000 23,000

8(D
5) 

市町村民税所得割合算額

397,000円以上
52,000 52,000 27,000 27,000

備考

１ この表の３歳未満児とは、児童福祉法第24条第１項の規定によ
る保育を利用した日の属する年度の初日において３歳に達してい

ない児童をいい、その児童がその年度の途中で３歳に達した場合

においても、その年度中に限り３歳未満児とみなす。

２ 被保護者等とは、次に掲げる者が属する世帯をいう。

(1) 生活保護法第６条第１項に規定する被保護者である支給認定
保護者

(2) 児童福祉法第６条の４第１項に規定する里親である支給認定
保護者

(3) 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国
残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律の支援給

付を必要とする要保護者と、支援給付を受けている被保護者

３ 市町村民税非課税世帯は、支給認定保護者及び当該支給認定保

護者と同一の世帯に属する者が特定教育・保育のあった月の属す

る年度（特定教育・保育のあった月が４月から８月までの場合に

あっては、前年度）分の地方税法の規定による市町村民税（同法
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第328条の規定によって課する所得割を除く。）を課されない者（市
町村の条例で定めるところにより当該市町村民税を免除された者

を含むものとし、当該市町村民税の賦課期日において同法の施行

地に住所を有しない者を除く。）である場合における当該支給認

定保護者の属する世帯をいう。

４ 市町村民税所得割合算額は、支給認定保護者及び当該支給認定

保護者と同一の世帯に属する者についての特定教育・保育のあっ

た月の属する年度（特定教育・保育のあった月が４月から８月ま

での場合にあっては、前年度）分の地方税法の規定による市町村

民税（同法の規定による特別区民税を含む。以下同じ。）の同法

第292条第１項第２号に掲げる所得割（同法第328条の規定によっ
て課する所得割を除く。以下同じ。）の額（地方税法第314条の７、
第314条の８及び第314条の９並びに附則第５条第３項、附則第５
条の４第６項、附則第５条の４の２第６項、附則第５条の５第２

項及び附則第45条の規定による控除をされるべき金額があるとき
は、当該金額を加算した額とする。以下同じ。）を合算した額を

いう。

５ 要支援者等とは、次に掲げる世帯をいう。

(1) 「母子世帯等」・・・母子及び父子並びに寡婦福祉法第17条
及び第31条の７に規定する配偶者のない者で現に児童を扶養し
ているものの世帯

(2) 「在宅障害児（者）のいる世帯」・・・次に掲げる児（者）
を有する世帯をいう。

ア 身体障害者福祉法第15条に定める身体障害者手帳の交付を
受けた者

イ 療育手帳制度要綱に定める療育手帳の交付を受けた者



8/16 

ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第45条に定める
精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者

エ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律に定める特別児童

扶養手当の支給対象児、国民年金法に定める国民年金の障害

基礎年金等の受給者

(3) 「その他の世帯」・・・保護者の申請に基づき、生活保護法
に定める要保護者等特に困窮していると市長が認めた世帯

６ 同一世帯において、幼稚園、保育所（園）、認定こども園、特

別支援学校幼稚部若しくは情緒障害児短期治療施設通所部に入所

又は児童発達支援若しくは医療型児童発達支援を利用している小

学校３年生までの兄弟姉妹が２人以上いる場合の保育料は、この

表を適用する児童がその世帯における小学校就学前児童の兄弟姉

妹の年齢の高い順から数えて１人目の場合はこの表に定める金

額、２人目の場合はこの表に定める金額の２分の１の金額（10円
未満の端数は切り捨てる。）、３人目以降の場合は無料とする。

７ ６の規定   にかかわらず、所得割課税額     が57,70
0円未満の世帯（要支援者等を除く。）において、生計を一にする
負担額算定基準者が２人以上いる場合の利用者負担額は、この表

を適用する児童が第１子の場合はこの表に定める金額、第２子の

場合はこの表に定める金額の２分の１の金額（10円未満の端数は
切り捨てる。）、第３子以降の場合は無料とする。

８ ６及び７の規定      にかかわらず、所得割課税額  

  が77,101円未満の要支援者等において、生計を一にする負担
額算定基準者の利用者負担額は、この表を適用する児童が第１子

の場合はこの表に定める金額、第２子以降の場合は無料とする。
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別表第１（第18条関係）

各月初日の支給認定保護者の属する世帯の階層区分 利用者負担額

（月額）

階層

区分

定義 教育標準時間

認定(K) 
円

1 被保護者等世帯 0
2 市町村民税非課税世帯又は市町村民税均等割額の

みが課税されている世帯（要支援者等）

0

市町村民税非課税世帯又は市町村民税均等割額の

みが課税されている世帯

1,200

3 市町村民税所得割合算額（要支援者等） 77,100
円以下

3,250

市町村民税所得割合算額 77,100円以下 7,500
4 市町村民税所得割合算額 77,101円以上211,200

円以下

9,500

5 市町村民税所得割合算額 211,201円以上 12,500
備考

(1) 被保護者等とは、次に掲げる者が属する世帯をいう。
ア 生活保護法（昭和25年法律第144号）第６条第１項に規定する被
保護者である支給認定保護者

イ 児童福祉法第６条の４第１項に規定する里親である支給認定保

護者

ウ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残

留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法

律第30号）の支援給付を必要とする要保護者と、支援給付を受け
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ている被保護者

(2) 市町村民税非課税世帯は、支給認定保護者及び当該支給認定保護
者と同一の世帯に属する者が特定教育・保育のあった月の属する年

度（特定教育・保育のあった月が４月から８月までの場合にあって

は、前年度）分の地方税法（昭和25年法律第226号）の規定による市
町村民税（同法第328条の規定によって課する所得割を除く。）を課
されない者（市町村の条例で定めるところにより当該市町村民税を

免除された者を含むものとし、当該市町村民税の賦課期日において

同法の施行地に住所を有しない者を除く。）である場合における当

該支給認定保護者の属する世帯をいう。

(3) 市町村民税均等割額は、支給認定保護者及び当該支給認定保護者
と同一の世帯に属する者が特定教育・保育のあった月の属する年度

（特定教育・保育のあった月が４月から８月までの場合にあっては、

前年度）分の地方税法第292条第１項第１号に規定する均等割額をい
う。

(4) 市町村民税所得割合算額は、支給認定保護者及び当該支給認定保
護者と同一の世帯に属する者についての特定教育・保育のあった月

の属する年度（特定教育・保育のあった月が４月から８月までの場

合にあっては、前年度）分の地方税法の規定による市町村民税（同

法の規定による特別区民税を含む。以下同じ。）の同法第292条第１
項第２号に掲げる所得割（同法第328条の規定によって課する所得割
を除く。以下同じ。）の額（地方税法第314条の７、第314条の８及
び第314条の９並びに附則第５条第３項、附則第５条の４第６項、附
則第５条の４の２第６項、附則第５条の５第２項及び附則第45条の
規定による控除をされるべき金額があるときは、当該金額を加算し

た額とする。以下同じ。）を合算した額をいう。

(5) 要支援者等とは、次に掲げる世帯をいう。
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ア 「母子世帯等」・・・母子及び父子並びに寡婦福祉法第17条及
び第31条の７に規定する配偶者のない者で現に児童を扶養してい
るものの世帯

イ 「在宅障害児（者）のいる世帯」・・・次に掲げる児（者）を

有する世帯をいう。

(ア) 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条に定める
身体障害者手帳の交付を受けた者

(イ) 療育手帳制度要綱（昭和48年９月27日厚生省発児第156号）
に定める療育手帳の交付を受けた者

(ウ) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第
123号）第45条に定める精神障害者保健福祉手帳の交付を受け
た者

(エ) 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和39年法律第1
34号）に定める特別児童扶養手当の支給対象児、国民年金法（昭
和34年法律第141号）に定める国民年金の障害基礎年金等の受
給者

ウ 「その他の世帯」・・・保護者の申請に基づき、生活保護法に

定める要保護者等特に困窮していると市長が認めた世帯

(6) 同一世帯において、幼稚園、特別支援学校の幼稚部、保育所、情

緒障害児短期治療施設若しくは認定こども園に通い、在学し、若し

くは在籍する小学校就学前子ども、特例保育を受ける小学校就学前

子ども、家庭的保育事業等による保育を受ける小学校就学前子ども、

児童発達支援若しくは医療型児童発達支援を受ける小学校就学前子

ども又は小学校第１学年から第３学年までに在学する子どもが２人

以上いる場合の保育料は、この表を適用する児童が第１子の場合は

この表に定める金額、第２子の場合はこの表に定める金額の２分の

１の金額（１０円未満の端数は切り捨てる。）、第３子以降の場合
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は無料とする。

(7) (6)の規定にかかわらず、市町村民税所得割合算額が97,000円未満
の世帯において、支給認定保護者が現に扶養している児童（18歳に
達する日以後の最初の３月３１日までの間にあった者とする。）が

３人以上いる場合の利用者負担額は、この表を適用する児童が第３

子以降の場合は無料とする。

(8) (7)の規定にかかわらず、市町村民税所得割合算額が77,101円未満
の世帯（要支援者等を除く。）において、生計を一にする負担額算

定基準者（支給認定保護者に監護される者、支給認定保護者に監護

されていた者及び支給認定保護者又はその配偶者の直系卑属（支給

認定保護者に監護される者及び支給認定保護者に監護されていた者

を除く。）をいう。以下同じ。）が２人以上いる場合の利用者負担

額は、この表を適用する児童が第１子の場合はこの表に定める金額、

第２子の場合はこの表に定める金額の２分の１の金額（10円未満の
端数は切り捨てる。）、第３子以降の場合は無料とする。

(9) (7)及び(8)の規定の規定にかかわらず、市町村民税所得割合算額が
77,101円未満の要支援者等において、生計を一にする負担額算定基
準者の利用者負担額は、この表を適用する児童が第１子の場合はこ

の表に定める金額、第２子以降の場合は無料とする。

別表第２（第 18条関係）

各月初日の支給認定保護者の

属する世帯の階層区分

利用者負担額（月額）

階層

区分

定義 3歳未満児 3歳以上児
保育標準

時間認定

(H) 

保育短時

間認定(T)
保育標準

時間認定

(H) 

保育短時

間認定(T) 
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円 円 円 円

1(A) 被保護者等世帯 0 0 0 0
2(B) 市町村民税非課税世帯

（要支援者等）

0 0 0 0

市町村民税非課税世帯 3,600 3,600 2,400 2,400
3(C) 市町村民税所得割合算額

48,600円未満（要支援
者等）

3,900 3,900 3,200 3,200

市町村民税所得割合算額

48,600円未満
9,800 9,800 7,400 7,400

4(D
1) 

市町村民税所得割合算額

77,101円未満（要支援
者等）

7,500 7,500 6,500 6,500

市町村民税所得割合算額

97,000円未満
15,000 15,000 13,000 13,000

5(D
2) 

市町村民税所得割合算額

169,000円未満
26,700 26,700 18,000 18,000

6(D
3) 

市町村民税所得割合算額

301,000円未満
39,600 39,600 20,000 20,000

7(D
4) 

市町村民税所得割合算額

397,000円未満
44,000 44,000 23,000 23,000

8(D
5) 

市町村民税所得割合算額

397,000円以上
52,000 52,000 27,000 27,000

備考

(1) 被保護者等とは、次に掲げる者が属する世帯をいう。
ア 生活保護法（昭和25年法律第144号）第６条第１項に規定する
被保護者である支給認定保護者
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イ 児童福祉法第６条の４第１項に規定する里親である支給認定保

護者

ウ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残

留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法

律第30号）の支援給付を必要とする要保護者と、支援給付を受け

ている被保護者

(2) 市町村民税非課税世帯は、支給認定保護者及び当該支給認定保護

者と同一の世帯に属する者が特定教育・保育のあった月の属する年

度（特定教育・保育のあった月が４月から８月までの場合にあって

は、前年度）分の地方税法（昭和25年法律第226号）の規定による

市町村民税（同法第328条の規定によって課する所得割を除く。）

を課されない者（市町村の条例で定めるところにより当該市町村民

税を免除された者を含むものとし、当該市町村民税の賦課期日にお

いて同法の施行地に住所を有しない者を除く。）である場合におけ

る当該支給認定保護者の属する世帯をいう。

(3) 市町村民税均等割額は、支給認定保護者及び当該支給認定保護者

と同一の世帯に属する者が特定教育・保育のあった月の属する年度

（特定教育・保育のあった月が４月から８月までの場合にあっては、

前年度）分の地方税法第292条第１項第１号に規定する均等割額を

いう。

(4) 市町村民税所得割合算額は、支給認定保護者及び当該支給認定保

護者と同一の世帯に属する者についての特定教育・保育のあった月

の属する年度（特定教育・保育のあった月が４月から８月までの場

合にあっては、前年度）分の地方税法の規定による市町村民税（同

法の規定による特別区民税を含む。以下同じ。）の同法第292条第

１項第２号に掲げる所得割（同法第328条の規定によって課する所

得割を除く。以下同じ。）の額（地方税法第314条の７、第314条の
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８及び第314条の９並びに附則第５条第３項、附則第５条の４第６

項、附則第５条の４の２第６項、附則第５条の５第２項及び附則第4
5条の規定による控除をされるべき金額があるときは、当該金額を加

算した額とする。以下同じ。）を合算した額をいう。

(5) 要支援者等とは、次に掲げる世帯をいう。

ア 「母子世帯等」・・・母子及び父子並びに寡婦福祉法第17条及

び第31条の７に規定する配偶者のない者で現に児童を扶養して

いるものの世帯

イ 「在宅障害児（者）のいる世帯」・・・次に掲げる児（者）を

有する世帯をいう。

(ア) 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条に定め

る身体障害者手帳の交付を受けた者

(イ) 療育手帳制度要綱（昭和48年９月27日厚生省発児第156号）

に定める療育手帳の交付を受けた者

(ウ) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律

第123号）第45条に定める精神障害者保健福祉手帳の交付を受

けた者

(エ) 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和39年法律第1
34号）に定める特別児童扶養手当の支給対象児、国民年金法

（昭和34年法律第141号）に定める国民年金の障害基礎年金等

の受給者

ウ 「その他の世帯」・・・保護者の申請に基づき、生活保護法に

定める要保護者等特に困窮していると市長が認めた世帯

(6) 同一世帯において、幼稚園、特別支援学校の幼稚部、保育所、

情緒障害児短期治療施設若しくは認定こども園に通い、在学し、若

しくは在籍する小学校就学前子ども、特例保育を受ける小学校就学

前子ども、家庭的保育事業等による保育を受ける小学校就学前子ど
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も又は児童発達支援若しくは医療型児童発達支援を受ける小学校就

学前子どもが２人以上いる場合の保育料は、この表を適用する児童

が第１子の場合はこの表に定める金額、第２子の場合はこの表に定

める金額の２分の１の金額（１０円未満の端数は切り捨てる。）、

第３子以降の場合は無料とする。

(7) (6)の規定にかかわらず、市町村民税所得割合算額が97,000円未満

の世帯において、支給認定保護者が現に扶養している児童（18歳に

達する日以後の最初の３月３１日までの間にあった者とする。）が

３人以上いる場合の利用者負担額は、この表を適用する児童が第３

子以降の場合は無料とする。

(8) (7)の規定にかかわらず、市町村民税所得割合算額が57,700円未満

の世帯（要支援者等を除く。）において、生計を一にする負担額算

定基準者（支給認定保護者に監護される者、支給認定保護者に監護

されていた者及び支給認定保護者又はその配偶者の直系卑属（支給

認定保護者に監護される者及び支給認定保護者に監護されていた者

を除く。）をいう。以下同じ。）が２人以上いる場合の利用者負担

額は、この表を適用する児童が第１子の場合はこの表に定める金額、

第２子の場合はこの表に定める金額の２分の１の金額（10円未満の

端数は切り捨てる。）、第３子以降の場合は無料とする。

(9) (7)及び(8)の規定の規定にかかわらず、市町村民税所得割合算額

が77,101円未満の要支援者等において、生計を一にする負担額算定

基準者の利用者負担額は、この表を適用する児童が第１子の場合は

この表に定める金額、第２子以降の場合は無料とする。



瑞穂市子ども・子育て支援法等施行細則の一部を改正する規則について

１．改正の概要 

岐阜県の新規補助事業として「第３子以降保育料無償化事業費補助金」が創設されたことに伴い、対象

者の保育料を無償化するため規則の一部を改正するもの。保育料が変更算定となる９月分より適用する。

２．岐阜県第３子以降保育料無償化事業費補助金について 

幼児期の学校教育や保育分野における多子世帯の経済的な支援を行う目的で、第３子以降の保育料無償

化の対象者の幅を広げ、事業費（対象者の無料となる保育料）のうち半額を県が補助するもの。 

保育所保育料の場合、現行制度では多子軽減を適用するのは第１子・２子が保育所等を利用している小

学校就学前児童までとしていたが、これを年収約 470 万円未満（所得割額 97,000 円未満）の世帯につい

ては満 18歳未満の児童でまで適用とする。ただし、年収約 360万円相当未満世帯については、国の制度

改正により H28 年度から多子軽減の適用年齢の上限が撤廃されている。 

（注）幼稚園保育料の場合、現行制度で多子軽減の適用は小学 3年生までの児童を対象としている。 

３．改正後の多子軽減制度について（保育認定の場合） 

① 一般世帯 
【Ｈ27 年度の考え方】 

同一世帯で、幼稚園または保育

所等を利用している小学校未就

学児の兄弟が２人以上いる場合、

第２子(２人目)は保育料半額、第

３子(３人目)以降は保育料無料。

※第５階層以上が対象

②年収約 360 万円未満世帯 
【Ｈ28.4 からの国制度改正】 

生計を一つにする世帯で年齢

に制限なく兄弟等が２人以上い

る場合、第２子(２人目)は保育料

半額、第３子(３人目)以降は保育

料無料。

※第２階層、第３階層及び第４階層

の一部が対象

③年収約 470 万円未満世帯

【岐阜県補助事業】

保護者が扶養している満 18 歳

未満の兄弟が３人以上いる場合、

第３子(３人目)以降は保育料無

料。（第２子の保育料半額はな

し。）

※第４階層の一部が対象

※年収約470万円未満(所得

割額 97,000 円未満)の世

帯のみ適用する。 

（第４階層の一部） 

無料となる保育料のうち、

半額を県が補助し、残りは

市が負担する。 



４．規則改正の内容 

別表の備考の「７」と「８」をそれぞれ繰り下げて、新たに「７」を追加。 

 備考 １～５ 別表中の語句の定義説明 

      ６ 一般の多子軽減制度について（保育認定は未就学児、教育認定は小３まで） 

７ 県補助事業における満 18 歳未満までの多子軽減制度について 

８（７） 国制度改正による年齢制限のない多子軽減制度について 

９（８） 国制度改正によるひとり親等要支援世帯の第２子の保育料無料について 

５．補正予算内容 

  ９月分以降の階層が未定のため、現状（４月現在）の階層で対象者を抽出し、補正予算額を算定。

  ２３人が該当。なお、幼稚園保育料については該当者なし。

①施設名 
②対象者

数 
③無償対象額 

④県補助額 

（③×1/2） 

⑤市負担額 

（③-④） 

⑥県補助金充当金 

（④の額） 

1 本田第１保育所 3人 228 千円 114 千円 114 千円 本田第１保育所費 ▲114千円 

2 本田第２保育所 0人 0 円 0円 0 円 

3 別府保育所 2人 196 千円 98 千円 98千円 別府保育所費 ▲98 千円 

4 穂積保育所 0人 0 円 0円 0 円 

5 牛牧第１保育所 1人 46千円 23 千円 23千円 牛牧第１保育所費 ▲23 千円 

6 牛牧第２保育所 5人 410 千円 205 千円 205 千円 牛牧第２保育所費 ▲205千円 

7 西保育・教育センター 2人 182 千円 91 千円 91千円 西保育・教育センター費 ▲91 千円 

8 中保育・教育センター 2人 150 千円 75 千円 75千円 中保育・教育センター費 ▲75 千円 

9 南保育・教育センター 3人 236 千円 118 千円 118 千円 南保育・教育センター費 ▲118千円 

公立保育所 計 18人 1,448 千円 724 千円 724 千円 

10 清流みずほ保育園 5人 368 千円 184 千円 184 千円 
保育所費 ▲184千円 

私立保育所 計 5人 368 千円 184 千円 184 千円 

合計 23人 1,816 千円 908 千円 908 千円 

 ・県補助金の増額を計上  14-2-2-4-29-111岐阜県第３子以降保育料無償化事業費補助金 908 千円

 ・利用者負担の減額を計上 12-1-2-2-4-101 保育所保育料（公立）        ▲1,448 千円

11-2-1-2-1-101 保育所保育料（私立）         ▲368 千円

６．（参考）階層別の利用者割合の状況

（Ｈ28.4.1 現在） 

階層区分 人数 割合 多子軽減適用範囲 

第１階層 3 0.2% ※無料 

第２階層 117 8.0%

年齢上限なし 第３階層 113 7.8%

第４階層 300
23 

20.6%
1.6％ 

277 19.0％ 満１８歳まで 

第５階層 513 35.2%

未就学児のみ 
第６階層 357 24.5%

第７階層 37 2.5%

第８階層 16 1.1%

合 計 1456 100.0%

第１階層
0%

第２階層
8%

第３階層
8%

第４階層
21%

第５階層
35%

第６階層
24%

第７階層
3%

第８階層
1%



議案第３３号 

瑞穂市給食センター運営委員の委嘱について 

瑞穂市給食センター運営委員に別紙の者を委嘱したいので、瑞穂市教育委員

会事務委任規則（平成１５年瑞穂市教育委員会規則第６号）第１条第１１号の

規定により、瑞穂市教育委員会の議決を求める。 

平成２８年５月２３日提出 

瑞穂市教育委員会教育長 加 納 博 明  

提案理由 

 瑞穂市給食センター条例（平成１９年瑞穂市条例第１４号）第８条の規定に

より、瑞穂市給食センター運営委員を委嘱するもの。 



氏　　　名 住　　　所 任期 備考（該当条項）
穂積北中学校長
杉村　慶二
生津小学校長
村田　明治

ほづみ幼稚園長
吉田　志保子

瑞穂市ＰＴＡ連合会長
巣南中学校ＰＴＡ会長

林　孝美
瑞穂市ＰＴＡ連合副会長
牛牧小学校ＰＴＡ会長

藤田　佳正
瑞穂市ＰＴＡ連合会母親委員会委員長

久世　加奈子
幼稚園ＰＴＡ会長
水野　有希

中保育・教育センター所長
棚瀬　文子

中保育・教育センター保護者会長
戸田　志津

瑞穂市教育委員会　幼児支援課　主事
問山　光

瑞穂市福祉部　健康推進課　主任
村岡　恵梨香

巣南中学校給食主任
今津　真美

牛牧小学校給食主任
樋口　克子

牛牧小学校学校栄養教諭
村上　直江

穂積小学校学校栄養教諭
渡邊　友紀

南小学校学校栄養教諭
小林　佳子

H28.4.1～H29.3.31 　第４号　瑞穂市立小中学校の保護者を代表する者

瑞穂市給食センター運営委員

H28.4.1～H29.3.31

H28.4.1～H29.3.31

H28.4.1～H29.3.31

H28.4.1～H29.3.31

　第２号　瑞穂市立小中学校長を代表する者

　第２号　瑞穂市立小中学校長を代表する者

　第３号　瑞穂市立ほづみ幼稚園長

　第４号　瑞穂市立小中学校の保護者を代表する者

　穂積北中学校

　生津小学校

　ほづみ幼稚園

　瑞穂市十八条730番地

　瑞穂市宝江446番地1

7

8

9

10

1

2

3

4

6

5

　第４号　瑞穂市立小中学校の保護者を代表する者

13

16

11

12

H28.4.1～H29.3.31　南小学校

14 　牛牧小学校 H28.4.1～H29.3.31

15 　穂積小学校 H28.4.1～H29.3.31

H28.4.1～H29.3.31

H28.4.1～H29.3.31

H28.4.1～H29.3.31

　第６号　識見を有する者

　第６号　識見を有する者

　第６号　識見を有する者

　第６号　識見を有する者

　第６号　識見を有する者

　第５号　瑞穂市立ほづみ幼稚園の保護者を代表する者

　第６号　識見を有する者

　第６号　識見を有する者

　第６号　識見を有する者

　第６号　識見を有する者

　牛牧小学校 H28.4.1～H29.3.31

H28.4.1～H29.3.31

H28.4.1～H29.3.31

　瑞穂市横屋7番地5

　瑞穂市生津滝坪町1丁目1番地2

　中保育・教育センター

　瑞穂市美江寺956番地

H28.4.1～H29.3.31

H28.4.1～H29.3.31

　瑞穂市

　瑞穂市

　巣南中学校



議案第３４号 

瑞穂市教育支援センター運営委員の委嘱について 

瑞穂市教育支援センター運営委員に別紙の者を委嘱したいので、瑞穂市教育

委員会事務委任規則（平成１５年瑞穂市教育委員会規則第６号）第１条第１１

号の規定により、教育委員会の議決を求める。 

平成２８年５月２３日提出 

瑞穂市教育委員会教育長 加 納 博 明  

提案理由 

 瑞穂市教育支援センター条例（平成２１年瑞穂市条例第１６号）第５条第２

項の規定により、瑞穂市教育支援センター運営委員を委嘱するもの。 



氏　　　名 住　　　所 任期 備考（該当条項）
小中学校長会長
三田村　康宏

小中学校長会副会長
古川　文行
学校教育会長
松野　正範

ほづみ幼稚園長
吉田　志保子

瑞穂市ＰＴＡ連合会長
林　孝美

幼稚園ＰＴＡ会長
水野　有希

前総合初等教育研究所顧問
奥村　怜

元　生津小学校　校長
大沼　智幸

岐阜大学教育学研究科教授
益子　典文

岐阜大学大学院　特任教授
後藤　信義

学校教育会　副会長
辻　治彦

学校教育会　庶務
串田　茂

研究推進委員　小学校代表
大羽　淳也

研究推進委員　中学校代表
高松　一恵

14 　巣南中学校 H28.4.1～H29.3.31 第６号　教育委員会が適当と認める者

12 　本田小学校 H28.4.1～H29.3.31 第６号　教育委員会が適当と認める者

13 　本田小学校 H28.4.1～H29.3.31 第６号　教育委員会が適当と認める者

10 　岐阜市尻毛2番地4 H28.4.1～H29.3.31 第５号　識見を有する者

11 　穂積北中学校 H28.4.1～H29.3.31 第６号　教育委員会が適当と認める者

8 　岐阜市下鵜飼1765番地5 H28.4.1～H29.3.31 第５号　識見を有する者

9 　岐阜市長良1255-1　C-西 H28.4.1～H29.3.31 第５号　識見を有する者

6 　瑞穂市生津滝坪町1-1-2 H28.4.1～H29.3.31 第４号　瑞穂市立ほづみ幼稚園の保護者を代表する者

7 　養老郡養老町宇田1105番地1 H28.4.1～H29.3.31 第５号　識見を有する者

4 　ほづみ幼稚園 H28.4.1～H29.3.31 第２号　瑞穂市立ほづみ幼稚園長

5 　瑞穂市十八条730番地 H28.4.1～H29.3.31 第３号　瑞穂市立小中学校の保護者を代表する者

2 　中小学校 H28.4.1～H29.3.31 第１号　瑞穂市立小中学校長を代表する者

3 　牛牧小学校 H28.4.1～H29.3.31 第１号　瑞穂市立小中学校長を代表する者

平成２８年度　瑞穂市教育支援センター運営委員名簿

1 　南小学校 H28.4.1～H29.3.31 第１号　瑞穂市立小中学校長を代表する者



議案第３５号

瑞穂市子どもの読書活動推進会議委員の委嘱について

瑞穂市子どもの読書活動推進会議委員に別紙の者を委嘱したいので、瑞穂市

教育委員会事務委任規則（平成１５年瑞穂市教育委員会規則第６号）第１条第

１１号の規定により、瑞穂市教育委員会の議決を求める。

  平成２８年５月２３日提出

               瑞穂市教育委員会教育長 加 納 博 明

提案理由

 委員が欠けたため瑞穂市附属機関設置条例（平成２０年瑞穂市条例第３０号）

第４条第２項の規定により、委嘱するもの。



氏　　名 所　　　属 年数 任期 備考

戸田　志津 保育所保護者会 新 H28.4.1～H30.10.31
教育委員会が適当と認める者（保育所保護者を代表する者）

 瑞穂市子どもの読書活動推進会議委員



意見聴取 

   平成２８年度瑞穂市一般会計補正予算（第１号）について 

 平成２８年度瑞穂市一般会計補正予算（第１号）について、地方教育行政の

組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第２９条の規定によ

り、瑞穂市教育委員会の意見を求める。 

  平成２８年５月２３日提出 

               瑞穂市教育委員会教育長 加 納 博 明  

   提案理由 

 平成２８年第２回瑞穂市議会定例会への議案提出につき、瑞穂市教育委員会

の意見を求めるもの。 






































